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子ども・若者未来応援推進事業 公募要領 

 

１ 事業名称 

 子ども・若者未来応援推進事業 

 

２ 事業の目的 

 生活困窮世帯の若者、ケアリーバー、被虐待経験のある若者、ヤングケアラーなど、必ず

しも家庭や家族からの十分な支援を受けることができない若者（以下「生活困窮世帯の若者

等」という。）たちに対して、社会に巣立つためのチャレンジを支援することを目的とする。 

 

３ 公募 

 県は、事業の目的を達成するため、県内で生活困窮世帯の若者等を支援する者を募集の上、

１者を選考し、事業費の補助を行う。 

 

４ 実施期間 

 実施期間は、補助金交付決定から令和８年３月 31 日までとする。 

 

５ 事業の概要 

(1) 事業者の役割 

 ア 若者等への支援 

選考された事業者（以下「事業者」という。）は、県からの補助金を、事業者と連携

して生活困窮世帯の若者等を支援する他のＮＰＯ法人等（以下「ＮＰＯ法人等」という。）

へ補助金として支出する。 

当該ＮＰＯ法人等は、次のとおり、生活困窮世帯の若者等の求めに応じて支援金を支

給する。 

なお、事業者は、将来的に、県の補助を受けずに自立的に運営することを念頭に、企

業等から協賛金を募る。 

（ア） 支援金の内容と金額 

  ①若者の社会への巣立ちに必要な初期費用の支援 

支援の内容 
上限額 

（１人あたり） 

大学・専門学校等の受験費用 35,000円 

若者等の住居設定に要する初期費用（賃貸契約料、家具等の

購入費等） 
25,000円 

就職活動に要する費用（スーツ・靴等の服飾費、面接会場ま

での旅費等） 
40,000円 
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  ②ＮＰＯ等のアウトリーチによる寄り添い支援 

支援の内容 
上限額 

（１団体あたり） 

アウトリーチによる寄り添い支援費（寄り添い支援業務に係

る給料、報償費、旅費、需用費（消耗品費、印刷製本費、食

糧費、燃料費）、役務費（通信運搬費）、使用料及び賃借料、

備品購入費。） 

但し、団体運営に係る維持管理費を除く。 

100,000円 

 

（イ） 支援対象者 39 歳以下の子ども・若者 

（ウ） 支援人数 延べ 150 人程度 

（エ） 支援対象地域 神奈川県全域 

（オ） 寄り添い支援を行う団体 ９団体程度 

 

  イ ネットワーク会議への参加 

事業者は、行政や関係機関、ＮＰＯ法人等によるネットワーク会議に参加して、生活

困窮世帯の若者等に対して、どのような支援体制を構築する必要があるのか、対象者や、

支援の実情、課題の整理を行い、その結果を踏まえてＮＰＯ法人等に補助を行う。 

（ア） 会議開催回数 

年５回程度 

（イ） 構成団体 

 県、政令市、中核市、生活困窮世帯の若者等を支援する団体等 
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(2) 県の役割 

  ア 事業の周知 

  イ 企業への協賛金依頼、事業者とのマッチング 

  ウ 生活困窮世帯の若者を支援する費用を補助 

(3) 事業実施の流れ 

 ２～３月 事業計画の募集（応募者が事業計画等の応募書類を県へ提出） 

 ３月   県が事業者を選考 

 ４月   補助金交付申請、交付決定 

  ５～６月 ＮＰＯ法人等への補助検討（募集方法及び審査等） 

  ７～３月 ＮＰＯ法人等への補助決定及び事業開始 

 

６ 応募者の要件 

 (1) 子ども・若者等を支援する目的を有すること。 

(2) 子ども・若者等を支援するＮＰＯ法人等に対して助成を行った実績があること。 

(3) 企業等から寄付金や協賛金により資金調達を行った実績があること。 

(4) 生活困窮世帯の若者等を支援するため、県・市町村・関係者等を構成員とするネット

ワーク会議を有するか、今後設置予定であること。 

(5) 法人運営にあたり必要な各種規程が整備され、法令遵守体制が確立されていること。 

(6) 以下に掲げる事項をすべて満たしていること。 

 ア 法人（国及び法人税法（昭和 40 年法律第 34 号）第２条第５号に規定する公共法人

を除く。）であること。 

  イ 神奈川県内に主たる事務所を有すること。 

ウ 補助事業を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財政能力を有すること（債務超過

の状況にないこと。） 。 

エ 県税その他の租税を滞納していないこと。 

オ 神奈川県が措置する指名停止期間中の者でないこと。 

カ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当する者で

ないこと。 

キ 次の各号のいずれにも該当しないこと。 

（ア） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）

第２条第６号に規定する暴力団員  

（イ） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する

暴力団 

（ウ） 法人にあっては、法人の代表者又は役員のうちに第１号に規定する暴力団員

に該当する者があるもの 
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７ 応募書類の提出及び提出後のスケジュール等 

 

日付 項目 説明箇所 

令和７年２月25日(火) 応募受付開始 ７(1)～(2)、８(1)～(2) 

令和７年３月11日(火) 応募意向連絡、質問締切 ７(1)ア 

令和７年３月18日(火) 応募受付締切 ７(1)～(2)、８(1)～(2) 

 ヒアリング及び選考 ７(1)ウ、９ 

令和７年３月下旬 選考結果の通知（予定） ７(1)エ、オ 

令和７年４月 交付申請手続き及び交付決定  

令和７年４月以降 補助事業の実施  

 

 (1) 応募書類の提出期間等 

  ア 質問受付 

    質問は、神奈川県福祉子どもみらい局福祉部生活援護課の「お問い合わせフォーム」

で受け付ける。「お問い合わせフォーム」の「お問い合わせ内容」の文頭に子ども・

若者未来応援推進事業の公募に係る質問であることを明記すること。 

    質問者は、令和７年３月 11 日（火曜日）17 時までに質問すること 

  イ 応募書類の提出期間 

 令和７年２月 25日（火曜日）から３月 18日（火曜日）17時まで 

    ※応募予定者（検討中を含む）は、事前に応募を予定している旨を生活援護課（電

話：045-285-0190）へ連絡すること。 

  ウ ヒアリング 

    応募書類受付後に必要に応じて行う。日時については、個別に調整する。 

  エ 選考   

    「９ 選考」を参照すること。 

  オ 選考結果の通知 

    令和７年３月下旬（予定） 

 (2) 応募書類の提出方法 

  ア 提出書類 

    必ず所定の様式を使用し、所定事項を記載して提出すること。様式は、「子ども・

若者未来応援推進事業」ホームページ(10 問合せ先、ホームページアドレス（ＵＲ

Ｌ）参照)からダウンロードすること。 

   （ア） 事業計画書（様式１） 

   （イ） 応募者の概要等（様式２） 

   （ウ） 事業者の現在事項若しくは履歴事項証明書（コピー不可、発行日から３か月

以内のもの）又はこれに代わるもの（以下「登記事項証明書等」という。） 
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   （エ） 事業者の直近２会計年度の決算財務諸表（損益計算書、貸借対照表、キャッ

シュフロー計算書のうち、作成している既存の書類。） 

   （オ） 任意の添付書類 

   （カ） その他知事が必要と認める書類（県から指示があった場合に提出すること） 

  イ 提出部数 

    正本１部、副本２部 

  ウ 提出方法 

    神奈川県福祉子どもみらい局福祉部生活援護課に郵送(10 問合せ先、ホームペー

ジアドレス（ＵＲＬ）参照)すること。 

    なお、応募資格を有しない事業計画書等を提出した場合や提出された事業計画書

等の記載事項に不備がある場合は、選外とする。 

  エ 事業計画書等の提出後の取扱い 

   （ア） 事業計画書等の変更、差替え、再提出及び返却には、原則として応じない。

ただし、事業計画書等の記載事項に軽微な不備があった場合又は不足書類が

あった場合については、別途指示する。 

（イ） 事業計画書等の著作権は、事業者に帰属する。 

   （ウ） 事業計画書等は、事業者の選考及び選考後の事業実施以外には使用しない。 

 

８ 応募書類の記載方法 

 (1) 事業計画書（様式１） 

  ア 生活困窮世帯の若者等の支援に関する基本的な考え方、事業内容及びこれまでの

実績 

   （ア） 基本的な考え方 

     どのような者を支援するのか、家庭環境・生活環境・就労（就学）状況などにつ

いて記載し、どのような支援を必要としているのかについて考え方を記載する。 

   （イ） 事業の具体的な内容 

     以下の項目について具体的な内容を記載する。 

     ・ 支援のためのルール作りの方法 

     ・ 支援にあたって、どのように公平性や透明性を担保するのか 

     ・ 支援対象者への周知の方法 等 

   （ウ） これまでの実績等 

     これまで生活困窮世帯の若者等の支援を行った実績があれば記載する。 

  イ 実施体制 

    計画している事業内容と整合したものであり、効果的な事業実施体制であること

が確認できるように記載すること。 

  ウ 実施スケジュール 

    事業の実施スケジュールについて記載する。 
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  エ ＮＰＯ法人等との連携 

    生活困窮世帯の若者等の支援を行うＮＰＯ法人等との連携、支援するＮＰＯ法人

等に対して適切な指導ができるかについて記載すること。 

事業参画が見込まれるＮＰＯ法人等があれば、具体的な法人名を記載すること。 

  オ ネットワーク会議の運用 

   （ア） ネットワーク会議について、設置しているか。設置していない場合は、いつ

ごろ設置予定か。 

   （イ） 構成団体 

   （ウ） ネットワーク会議で検討する事項 

   （エ） 開催スケジュール 

  カ 企業等からの資金調達の方法・実績 

    企業等から資金調達について、今後想定する調達先や依頼方法、今までの調達実績

について記載すること。 

  キ 将来的な自走化の見込み 

    将来的に、県の補助なしでも自走化できる見込みがあるか、見込みがある場合、い

つごろまでに自走化できるか記載すること。 

 (2) 応募者の概要等（様式２） 

  ア 事業者の概要 

    事業者の概要（名称、代表者の職・氏名、設立年月日、従業員数、主な事業内容）

を記載すること。 

  イ 応募要件確認欄 

    応募要件に合致しているか、適否を記載し、根拠書類がある場合は添付すること。 

 

９ 選考 

 (1) 選考手続 

  県において、評価項目ごとに評価し、１者を選考する。なお、選考結果については、応

募者宛てに文書で通知する。 

 (2) 選考基準 

  ア 事業者の経営状況 

   事業者の経営状況は安定しているか。 

  イ 事業の実施体制 

   本事業を効果的に実施できる体制が取られているか。 

  ウ 事業の実施スケジュール 

   本事業を着実に実施できるスケジュールが設定されているか。 

  エ 生活困窮世帯の若者等の支援に関する基本的な考え方、事業内容及びこれまでの

実績 

   生活困窮世帯の若者等の支援に関する基本的な考え方や事業内容、実績が適切か。 

  オ 生活困窮世帯の若者等を支援するＮＰＯ法人等との連携 
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   支援を行うＮＰＯ法人等を集め、適切に補助を行うよう指導できるか。 

  カ ネットワーク会議の運用 

   ネットワーク会議により関係者と効果的な事業実施を議論できるか。 

  キ 企業等からの資金調達 

   県の補助以外に企業等から資金調達する方法があるか。 

  ク 将来的な自走化の見込み 

   将来的に、県からの補助なしでも運用できる見込みがあるか。 

  ケ 本事業全体の総合評価 

   将来的な発展性、継続性、期待できる効果など、本事業に関する総合的な評価 

 

10 問合せ先、ホームページアドレス（ＵＲＬ） 

 神奈川県福祉子どもみらい局福祉部生活援護課 

 住所 〒231-8588 横浜市中区日本大通１  電話 045-285-0190 

 子ども・若者未来応援推進事業ホームページ 

 URL：https://www.pref.kanagawa.jp/docs/r6w/konkyu/sudati.html 


